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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の工程１～工程３を含むことを特徴とする、巻物の製造方法。
　工程１：複数の強化繊維糸条を製布して、少なくとも一方向に引き揃えた強化繊維シー
ト前駆体（以下、原反という）とするシート化工程。
　工程２－１：原反を予め分割された軸体に巻き取り、原反巻物とする巻取工程。
　工程３：原反巻物に刃を挿入して、幅方向に分割し、個々の巻物として取り扱うことの
できる複数の巻物とする、スリット工程。
【請求項２】
　以下の工程１～工程３を含むことを特徴とする、巻物の製造方法。
　工程１：複数の強化繊維糸条を製布して、少なくとも一方向に引き揃えた強化繊維シー
ト前駆体（以下、原反という）とするシート化工程。
　工程２－１：原反を軸体に巻き取り、原反巻物とする巻取工程。
　工程２－２：工程２－１で得られた原反巻物を引き出して、任意の加工を施した後、再
度予め分割された軸体に巻き取って原反巻物とする、後加工工程。
　工程３：原反巻物に刃を挿入して、幅方向に分割し、個々の巻物として取り扱うことの
できる複数の巻物とする、スリット工程。
【請求項３】
　前記刃の形状が波型刃である、請求項１又は２に記載の巻物の製造方法。
【請求項４】
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　前記原反が、少なくとも一方向に強化繊維糸条を引き揃えた織物であって、該織物の幅
方向の両端部、並びに、該織物シートの幅方向の内部の任意の位置に耳組織が挿入された
、請求項１～３のいずれかに記載の巻物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は強化繊維シート前駆体（原反）が軸体に巻かれた巻物の製造方法であって、原
反から複数本の巻物を製造するにおいて、原反巻物の状態から直接幅方向に分割して個々
の巻物とする、巻物の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　強化繊維とマトリックス樹脂からなる繊維強化プラスチック（ＦＲＰ）は、軽量性や力
学特性に優れることから、各種産業用途に幅広く利用されている。ＦＲＰに用いられる強
化繊維の形態としては、その汎用性の高さから、強化繊維が平面方向に配置されて形態保
持された織編物などの強化繊維シートが広く流布している。
【０００３】
　強化繊維シートは、輸送効率や使用時のハンドリングのし易さから、長さ方向に定長を
連続して巻き取った巻物の形態にて取り扱われるケースが多い。その製造方法としては、
織機などで製布された強化繊維シートを、巻取り装置を用いて製布工程から連続して巻き
取る方法が基本となるが、応用として、広幅に製布された強化繊維シートの原反をカッタ
ーなどによって幅方向にスリットした後に巻き取る多数本取りが、実施されている。
【０００４】
　この多数本取りにおいては、一度の工程処理で複数本の製品ロールが得られることから
、加工コストを削減でき、コストダウンに効果的である、しかしながら、強化繊維シート
の低伸度でバルキーかつ不均質な特性ゆえ、スリット毎の張力や走行位置の制御が難しく
、強化繊維シートの特性や巻量によっては、ロールが巻崩れたり、ロール間で物性のバラ
ツキが生じたり、する品質上の問題があった。このような問題に対し、スリット単位で別
の巻取り軸に巻き取ることで制御が容易となることは公知であるが、原反のスリット数に
比例して巻取り軸が増えるため、設備コストが高価となるうえ、設備仕様が限定されるた
め、汎用性に欠ける。
【０００５】
　また、ＦＲＰにおいて、強化繊維による優れた補強効果に加えて、更なる付加価値の要
求が高まっており、強化繊維シートにおいても、従来の製布工程に加え、外観検査や機能
付与を目的とした後加工を、追加工程にて適用するケースも増えている。しかしながら、
多数本取りした製品ロールは、個別に工程投入する必要があるため、二次加工の工数アッ
プにより、加工コストが大きくなる。
【０００６】
　このように、強化繊維シート巻物の多数本取りにおいては、二次加工まで想定した一貫
したコストと品質の両立が課題である。
【０００７】
　係る強化繊維シート巻物の製造方法として、特許文献１、２には、シートを幅方向にス
リットした後、個別の巻取り軸にて巻き取る方法に関する発明が開示されている。また、
特許文献３には、分割されたシートをセパレート板にて幅方向に位置制御しながら、単一
の巻取り軸にて巻き取る方法に関する発明が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００５－２１９２２８号公報
【特許文献２】特開平１１－７９５０１号公報
【特許文献３】特開平５－２７０７０３号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、特許文献１、２に記載の発明では、スリット数に応じた個別の巻取り軸
にて巻き取られることが前提となるため、上述した設備コスト、汎用性の観点において、
何ら課題の解決となっていない。対して、特許文献３に記載の発明においては、シートの
巻取りを個別に制御できないため、品質面での課題を残す。
【００１０】
　このように先行技術では、原反をスリットした後に巻き取る既存プロセスの枠内におい
て、品質や作業工数を個別に改善する検討はなされているものの、プロセス自体を抜本的
に変更するまでの検討には至っていない。そこで本発明は、巻物を幅方向に分割する全く
新規なプロセスの適用により、上述した技術課題を解決する巻物の製造方法を、提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述の課題を解決する本発明は、以下である。
【００１２】
　以下の工程１～工程３を含むことを特徴とする、巻物の製造方法。
【００１３】
　工程１：複数の強化繊維糸条を製布して、少なくとも一方向に引き揃えた強化繊維シー
ト前駆体（以下、原反という）とするシート化工程。
【００１４】
　工程２－１：原反を軸体に巻き取り、原反巻物とする巻取工程。
【００１５】
　工程３：原反巻物に刃を挿入して、幅方向に分割し、複数の巻物とする、スリット工程
。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の巻物の製造方法によれば、従来になく簡便な設備とプロセスにて、低コストか
つ高品位な巻物を製造することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の強化繊維シート前駆体の一実施態様を示した概略平面図。
【図２】本発明の強化繊維シート前駆体の別の実施態様を示した概略平面図。
【図３】工程２における軸体の組付け態様の一例を示した断面図。
【図４】工程３で用いられるスリット装置の一実施形態を示した概略図。
【図５】工程３で用いられるスリット装置の別の実施形態を示した概略図。
【図６】工程３で用いられるスリット装置のさらに別の実施形態を示した概略図。
【図７】工程３で用いられる刃の一例の概略図。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の製造方法は、強化繊維シートが軸体に巻かれた巻物の製造方法であって、複数
の強化繊維糸条を製布して、少なくとも一方向に引き揃えた強化繊維シート前駆体（以下
、原反という）とするシート化工程（工程１）、原反を軸体に巻き取り、原反巻物とする
巻取工程（工程２－１）、原反巻物に刃を挿入して、幅方向に分割し、複数の巻物とする
、スリット工程（工程３）を含んでなる。
【００１９】
　ここで、本発明において、強化繊維シート前駆体（原反とも称す）とは、工程３におい
て幅方向に分割される前の状態であって、製布されたままの幅を有するシートのことであ
る。一方で、強化繊維シートとは、工程３において任意の幅に分割された後の状態のシー
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トをいう。
【００２０】
　また、巻物の呼称も前記に対応し、原反巻物とは、前記原反を軸体に巻き取ったロール
状体のものを意味し、巻物とは、前記強化繊維シートを軸体に巻き取ったロール状体のも
のを意味する。
【００２１】
　本発明の工程１は、複数の強化繊維糸条を製布して、少なくとも一方向に引き揃えた強
化繊維シート前駆体（原反）とするシート化工程である。
【００２２】
　本発明の原反に使用される強化繊維糸条の種類としては、例えば、炭素繊維、ガラス繊
維、および、アラミド、パラフェニレンベンゾビスオキサゾール、ポリビニルアルコール
、ポリエチレン、ポリアリレートおよびポリイミド、などの有機繊維が挙げられ、これら
の１種または複数種を併用して使用することができる。中でも、炭素繊維は、比強度、比
弾性率に優れることから、強化繊維糸条を構成する強化繊維としては特に好適である。炭
素繊維としては、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）系炭素繊維、ピッチ系炭素繊維、セル
ロース系炭素繊維、およびこれらを複数種ブレンドして構成された強化繊維糸条を用いる
ことができる。
【００２３】
　また、強化繊維糸条は、取扱性や高次加工性の観点から、サイジング剤が付与されてい
ることが好ましい。サイジング剤の付着量としては、サイジング剤を含めた強化繊維糸条
の全体１００質量％に対して０．２～２．５質量％の範囲が好ましく、より好ましくは０
．５～１．２質量％である。付与するサイジング剤の組成としては特に限定されないが、
例えば、脂肪族タイプの複数のエポキシ基を有する化合物や、ポリアルキレングリコール
のエポキシ付加物、ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル、ビスフェノールＡのポリ
アルキレンオキサイド付加物、ビスフェノールＡのポリアルキレンオキサイド付加物にエ
ポキシ基を付加させたもの、などの１種または複数種を併用することができる。
【００２４】
　強化繊維糸条のフィラメント数は、５００～１００，０００本が好ましく、より好まし
くは３，０００～５０，０００本である。糸条繊度としては３３～８，０００ｔｅｘが好
ましく、より好ましくは１９８～４，０００ｔｅｘである。特にフィラメント数が多く太
繊度な糸条は、比較的安価に入手できることから、基材を安価に製造することができるた
め好ましい。
【００２５】
　原反の強化繊維の目付としては、１００～１０００ｇ／ｍ２が好ましく、より好ましく
は２００～６００ｇ／ｍ２である。強化繊維の目付が大きくなる程、工程３のスリット工
程に要する時間が長くなることから、作業性を鑑みると上記範囲が好適である。ここで、
強化繊維の目付とは、ＪＩＳ Ｒ７６０２（１９９５）の単位面積当たりの質量に従い測
定される数値をいう。
【００２６】
　本発明の原反においては、強化繊維糸条が少なくとも一方向に引き揃えられていればよ
く、その配向方向（引き揃えた方向）に特に制限はないが、実用性の観点から一方向また
は二方向に引き揃えられた態様が好ましく用いられ、例えば０°、９０°、＋４５°、－
４５°の中から選択される一方向又は２方向に引き揃えられた態様が一般的な構成である
。前記配向を有する原反の形態としては、織物、編物（ＮＣＦ：Ｎｏｎ Ｃｒｉｍｐ Ｆａ
ｂｒｉｃを含む）、シート等が挙げられ、その用途や要求性能に応じて適宜選択できる。
中でも強化繊維シート前駆体（原反）としては、強化繊維が０°および／または９０°に
配置された一方向性織物ないし二方向性織物であると、後述する耳組織を設けることで、
工程３において原反巻物を幅方向に分割することが容易で、得られた巻物の品位にも優れ
ることから好ましい。
【００２７】
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　本発明の工程１を実現する手段としては、原反の形態により様々であるが、何れの形態
であっても、公知の手段を用いて製布することが可能である。例えば、織物の場合は、シ
ャトル織機、レピア織機、ニードル織機、ウォータージェット織機、エアジェット織機な
どの織機を用いることができる。また、編物の場合は、ラッシェル機、トリコット機、な
どの編機が使用でき、ＮＣＦの場合は、前記編機の上流に強化繊維糸条の複数本を並行に
引き揃えて任意の方向に配置していくクリールユニットと、これを編機のある下流に搬送
するコンベアユニットを備えた専用設備にて製布することが可能である。
【００２８】
　本発明において、強化繊維シート前駆体（原反）は、少なくとも一方向に強化繊維糸条
を引き揃えた織物であって、該織物の幅方向の両端部、並びに、幅方向の内部の任意の位
置に、耳組織が挿入された態様とすることが好ましい。前記態様について、以下図面を参
照して詳しく説明する。
【００２９】
　図１、２は本発明の強化繊維シート前駆体の一実施態様を示した概略平面図である。
【００３０】
　図１の強化繊維シート前駆体１は、強化繊維糸条からなるたて糸２と該たて糸を形態保
持するための補助糸３とが互いに交錯され、一方向性平織物（地組織）を形成している。
強化繊維シート前駆体１において、耳組織は幅方向の両端に１列（図中４）および地組織
５に挟まれた中央に２列（図中６）の計４列が挿入されている。前記耳組織４は、左右の
地組織の最外部のたて糸７に近接して並行に配置されおり、その外側には補助糸３のみか
らなる房耳８が形成されている。ここで、耳組織４は２本の絡み糸９が互いに絡み合った
１列の絡み組織となっており、たて糸７が地組織から脱落しないように拘束する役割を果
たしている。なお、前記耳組織４と前記房耳８の１組を総称して耳部１０と呼ぶ。一方、
耳組織６は、左右の地組織の最内部のたて糸１１に近接して並行に配置されており、それ
ぞれの耳組織６に挟まれた間には補助糸３のみが存在する区間を設けている。前記区間は
、工程３で原反ロールを分割する際のカット代に相当し、該領域の中央を切断することで
左右の強化繊維シートの内側において、耳部を形成可能である。
【００３１】
　また、図２の強化繊維シート前駆体１２は、強化繊維糸条からなるたて糸１３とよこ糸
１４が互いに交錯された二方向性平織物（地組織）を形成している。強化繊維シート前駆
体１２は図１同様に、耳組織が幅方向の両端に２列（図中１５）、地組織に挟まれた２カ
所に各２列（図中１６）の計６列が挿入されている。前記耳組織１５は、左右の地組織の
最外部のたて糸１７に並行して配置され、図１で使用されている補助糸３と同じ繊維糸条
からなるたて補助糸１８の２本とよこ糸１４が交錯した平織組織を２列形成しており、そ
の外側にはよこ糸１４のみからなる房耳１９があり、耳部２０を成している。このたて補
助糸１８には、耳組織を強固に固定するための熱融着性の目止め糸（図示せず）がカバー
リングされており、加熱溶融されてよこ糸と接着されている。耳組織１６についても同様
であって、左右の地組織の最内部および中央の地組織の最外部のたて糸２１に近接して並
行に配置しており、それぞれの耳組織１６に挟まれた間ではよこ糸１４のみが存在する区
間が設けられ、該区間は図１と同様に強化繊維シートに分割した際の耳部となる。
【００３２】
　図１、２に例示される態様によれば、耳組織によってたて糸の位置が規制されているこ
とから、工程３において、前記耳組織の部分から原反を幅方向に分割することで、切断部
における強化繊維の解れや毛羽立ちが発生し難いため、巻物端面の品位に優れるうえ、た
て糸が存在しないためカット抵抗が低減され、作業性も格段に改善される。
【００３３】
　なお、耳組織は、図説した態様に限定されることなく、適用する組織や列数、原反巻物
の分割幅、分割数に応じて任意の箇所に挿入するとよく、状況や目的によって適宜その態
様を選択すればよい。
【００３４】
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　耳組織に用いられる補助糸としては、本質的に補強効果を担うものでないことから、繊
度は１００～２００ｄｔｅｘが好ましく、強化繊維糸条よりも細繊度なものを使用するこ
とが好ましい。繊度の目安としては、耳組織において局所的に厚みが大きくなり、巻物と
した際の巻崩れが発生する場合があることから、強化繊維糸条の１／２以下であることが
好ましい。
【００３５】
　補助糸に使用する繊維としては、ガラス繊維、芳香族ポリアミド繊維、ポリビニルアル
コール繊維、ポリエステル繊維、ポリアミド繊維、ポリエチレン繊維、ポリプロピレン繊
維など特に限定されるものではないが、なかでもガラス繊維、芳香族ポリアミド繊維、ポ
リビニルアルコール繊維は熱収縮率が小さく、寸法安定性がよいので好ましい。
【００３６】
　また、補助糸には耳組織の拘束をさらに強固とする目的で、目止め糸を含むこともでき
る。かかる目止め糸としては、熱融着性の低融点ポリマーの使用が好ましい。この低融点
ポリマーとしては、ナイロン、共重合ナイロン、ポリエステル、塩化ビニリデン、塩化ビ
ニル、ポリポリウレタンなどの熱可塑性樹脂を使用することができる。なかでも共重合ナ
イロン、例えば、ナイロン６、６６および６１０の共重合ナイロン、ナイロン６、１２、
６６および６１０の共重合ナイロンは好ましい。目止め糸の繊度としては、２０～３３０
ｄｔｅｘが好ましい。なお、目止め糸は、これ単体で耳組織を形成することも可能である
。
【００３７】
　本発明の工程２－１は、工程１にて得られた強化繊維シート前駆体（原反）を軸体に巻
き取り、原反巻物とする巻取工程である。
【００３８】
　工程２－１や後述する工程２－２に用いる軸体は、公知の巻装芯を使用できるが、原反
幅以上の長さを有する管状体が好ましい。軸体の材質としては、例えば、紙、プラスチッ
ク、金属、ＦＲＰなどが挙げられるが、中でもコストとハンドリング性から、紙素材の紙
管が好ましい。
【００３９】
　本発明の製造方法に用いる軸体は、工程３において刃を挿入して幅方向に分割された後
、個々の巻物として取り扱われることから、予め分割された軸体を幅方向に連結して使用
するとよい。それぞれの軸体を幅方向に連結する手段としては、幅方向に並べられた複数
本の軸体の中に軸体の内径よりも小さい軸芯を通し、両端の軸体の外側からフランジで挟
み込み固定する方法や、エアシャフト等の外径が拡大する軸芯にて内部から固定する方法
、軸体の端部に形状を設けて隣接する軸体同士の嵌合により固定する方法、等が例示でき
る。
【００４０】
　さらに、隣接する軸体の間において、刃物が軸体の外径よりも内側へ進入可能にする空
間を設けておくことが好ましい。その一例を、図３に示す。
【００４１】
　図３において、３本の軸体２２が幅方向に配置され、各隣接する軸体の間にはスペーサ
ー２３が挿入されて、隙間無く並んでいる。また、両脇の軸体の外側には、軸体の幅方向
の移動を規制するためのフランジ２４が配置されており、これら全体を貫通する形で軸芯
２５が通っている。スペーサーの外径は軸体の外径と同じ寸法であって、その表面には全
周に亘って溝２６が切られており、該溝部における外径は軸体の外径よりも小さく設計さ
れている。前記溝に刃先２７を挿入することで、原反が巻かれている軸体の表層よりも深
く切り込むことができ、原反を確実に切断できるうえ、軸体に刃物が当たり傷つけること
もなくなる。
【００４２】
　工程２－１や後述する工程２－２で用いる巻取り方法としては、特に制限されないが、
モーターにより巻取りロールの中心軸を駆動する中心駆動方式、巻取りロールの中心軸は
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駆動させず、１本または２本のリールドラム上に巻取りロールを配置し、このリールドラ
ムを駆動して、リールドラムと巻物間の摩擦力により巻き取る表面駆動方式、さらに、前
述した表面駆動方式において巻取りロールの中心軸も駆動するもので、中心駆動方式と表
面駆動方式を組み合わせた表面中心併用駆動方式、が例示できる。
【００４３】
　本発明の巻取り対象である強化繊維シート前駆体（原反）や強化繊維シートは、一般的
な巻体の紙やフィルム等と比べてバルキーなことから、巻量が増えてくると軟巻き状態と
なりやすく、巻崩れや巻締まりを生じる場合がある。巻崩れとは、巻物がルーズな状態で
幅方向に力が作用した場合に発生する巻物層間のズリであって、巻物端面がタケノコ状に
変形する現象がこれに相当する。一方、巻締まりは、巻物がルーズな状態で周方向に力が
作用した際に、巻物の周方向に発生する巻物層間のズリであって、外観上は見分けが付か
ないが、ズリによるシート間の摩擦によって、シートの潰れや、強化繊維糸条の配向ズレ
や目曲りを引き起こす場合がある。特に、原反巻物を巻きだすことなく原反巻物のまま（
ロール状態のまま）で幅方向に分割する工程３において、巻崩れは致命的である。
【００４４】
　そこで、上述した軟巻き状態に対しては、コンタクトローラやプレスロールにより、原
反巻物に接圧を付与する接触巻取り方式が有効である。前記方式によれば、強化繊維シー
トの厚みを潰しながら、層間を密着させて巻き取ることで、硬巻き状態の巻物が製造可能
である。従って、本発明の巻取り工程（工程２－１）に本方式を適用することは、巻崩れ
や巻締まりのない、工程３のスリット工程に適した態様の原反巻物が得られるうえ、最終
製品である巻物においても、硬巻き状態が保持されることから、輸送時や後次加工にてシ
ートを引き出す際においても、巻崩れや巻締まりを抑制できることから、好ましい。
【００４５】
　さらに、巻崩れの防止を堅牢とするには、シート化工程と巻取工程との間を走行する原
反において、走行方向と直交する方向の原反位置を検知し、検知した位置情報を巻取り側
にフィードバックし、巻取り軸の幅方向の位置を補正するＥＰＣ（Ｅｄｇｅ Ｐｏｓｉｔ
ｉｏｎ Ｃｏｎｔｒｏｌ）機能を、本発明の巻取工程に追加するとよい。本機能を追加す
ることで、トラブルや工程バラツキにより原反の走行位置にズレが生じた場合でも、巻取
り位置を補正によりズレを矯正し、巻崩れのない良好な端面の巻物が得られる。
【００４６】
　本発明の工程３は、原反巻物に対して刃を挿入して、幅方向に分割し、複数の巻物とす
るスリット工程である。本工程は、走行中の原反をスリットして幅方向に分割する公知の
方法とは異なり、原反巻物の状態から直接、幅方向に巻物を分割する点で、大きく異なる
。
【００４７】
　公知の方法では、強化繊維シート前駆体のシート化工程から連続したオンライン上で、
原反を引き取りながらスリットして複数の強化繊維シートとし、これらスリットした複数
の強化繊維シートを個別に引き取って、それぞれ軸体に巻き取る。この方法によると、強
化繊維シートを引き取る過程でライン間差が生じ、弛みや吊りによって、走行位置の揺ら
ぎで巻物端面に巻崩れが発生したり、巻物が軟巻き状態となり同上に巻崩れしたり、する
品質上の懸念がある。とりわけ、強化繊維シートにおいては、一般的な素材であるフィル
ム、紙、合成繊維の布帛と比べて伸度が小さく、強化繊維糸条が太いためバルキーで厚み
が不均一なことから、前記の品質懸念が顕在化しやすい。さらに、強化繊維糸条同士が交
錯する織物の場合、強化繊維シートの幅方向でクリンプの面内構造差により、幅方向の中
央と端部で厚みやたて糸長さに差が発生するため、前記懸念は尚更高まる。
【００４８】
　かかる品質課題に対して、巻崩れを例に挙げると、上述したＥＰＣを適用したとしても
、ライン間で別々挙動を示した場合には、走行位置のズレを矯正することができず、完全
に問題を解消するためには、強化繊維シートのライン数に対応したＥＰＣの設置が必要と
なる。このことは、引取り張力についても同じであって、例えば、ダンサーロールによる
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張力制御をおこなった場合でも、高張力側でバランスされるため、やはりライン数に対応
した個別の制御が必要となる。
【００４９】
　また、品質課題に対する別の手段として、強化繊維シートのライン毎に個別の巻取り軸
を設ける方法が知られているが、シートの分割数に比例して、巻取り軸やその付帯設備が
増えるため、巻取装置の設備コストが高額となるうえ、対応できるシート幅や分割本数が
設備により制限されるため、特定の巻物仕様しか製造することのできない専用機となり、
汎用性に欠けるといった問題がある。
【００５０】
　一方、本発明の工程３によると、原反巻物から原反を引き出す必要がないことから、上
述した品質課題に悩まされることがないうえ、後述する通り、極めてシンプルな機構の装
置で原反巻物の分割が可能となることから、設備コストも抑えられ、品質とコストを両立
すること可能となる。
【００５１】
　ここで、工程３について、以下図面を参照しながら、詳細に説明する。
【００５２】
　図４は、本発明の工程３に適用されるスリット装置の一実施形態を示した概略図である
。図４のスリット装置は、大きく分けて、原反巻物を設置するロール台車２８、原反巻物
を切断するカット装置２９を備える。図４において、原反巻物３０は、軸体の中心に通さ
れた軸芯３１に設置されたフランジ３２で軸体の両端を挟み込むことで、幅方向に固定さ
れており、さらに、軸芯の両端に設置されたガイド板３３によって、軸芯ごと幅方向に位
置規制されている。ここで、軸体から突出した軸芯の両端が２本のベッドロール３４上に
設置されており、これらフリーロールが回転することにより、手動操作にて前駆体ロール
を回転可能としている。また、カット装置２９としては、原反巻物の直径よりもの長い刃
渡りの刃３５を有する電動式ハンドソーであって、これを架台に設置し、上下にスライド
させることで、原反巻物の厚み方向に刃物を挿入する。その際、ガイドフレーム３６によ
り刃の挿入位置を幅方向に規制しており、目標の位置に確実に刃が挿入できるようになる
。かかるガイドフレームは幅方向にスライド可能であって、所望の位置にスライドさせる
ことで、任意の幅仕様、分割本数に対応可能である。本スリット装置を用いた方法による
と、手動操作にて原反巻物を回転させながら、電動式ハンドソーにて刃を往復運動させる
ことで、原反巻物の厚み方向に切断し、全周に亘って軸体表面に到達するまで切り込むこ
とで、個々の巻物に分割される。
【００５３】
　また、図５には、スリット装置の別の実施態様を示す。図５のスリット装置の構成につ
いても、図４と同様であって、ロール台車３７、カット装置３８から構成される。図５に
おいて、原反巻物３９は、アダプタ４０が幅方向に４カ所に装着された軸芯４１が軸体４
２の中央に通っており、前記アダプタの外径が膨張することにより固定されている。さら
に、軸芯４１の両端部にはベアリング４３が配置され、その片端部はモーター４４に接続
されており、該モーターの駆動により一定速度で前駆体ロールを回転可能としている。カ
ット装置としては、原反巻物の直径よりもの長い刃渡りの刃４５を有する竪刃式レシプロ
ソーであって、これを架台に設置し、前後にスライドさせることで、原反巻物の厚み方向
に刃を挿入し、原反巻物を切断する。ここで、カット装置は幅方向にスライド可能であっ
て、所望の位置にスライドさせることで、任意の幅仕様、分割本数に対応可能である。本
スリット装置を用いた方法によると、自動で刃物を往復運動させながら、原反巻物の厚み
方向に軸体表面に到達するまで刃物を挿入した後、原反巻物を自動回転させることで周方
向に切断し、個々の巻物に分割される。
【００５４】
　図６には、スリット装置のさらに別の実施態様を示す。図６のスリット装置は、回転式
の刃４６を備えたカット装置４７が原反巻物４８の幅方向に２台配置されている以外は、
図５と同じである。このスリット装置によると、１度の操作で幅方向に３本の巻物を等分
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割で得られることから、図４、５と比較して作業工数の削減が可能である。
【００５５】
　なお、図４～６のスリット装置は一例であって、必ずしもこれに限定されるものでなく
、原反巻物に刃を挿入して幅方向に分割し、複数の巻物とすることができさえすれば、前
駆体巻物の回転方式、カット装置の方式や配置数など、目的に応じて適切な仕様を設計す
ればよい。
【００５６】
　工程３では、刃を挿入して原反巻物を幅方向に分割するが、ここで用いられる刃は、特
に限定されず、竪刃、回転刃等、使用するカット装置によって、適宜選択するとよい。ま
た、工程３で用いられる刃の形状としては、特に限定されないが、平刃、波型刃、鋸刃等
から、選択できるが、中でも刃の形状が波型刃であると、カット抵抗を低減でき、カット
工数の省人化に繋がるうえ、切断時に強化繊維糸条の配向の乱れを抑制できることから好
ましい。図７（Ａ）～（Ｃ）には、本発明の工程３に使用される刃物の一例を示した。
【００５７】
　図７において、（Ａ）～（Ｃ）は何れも、刃先に歯が設けられた波型刃であって、歯は
刃の長さ方向に等ピッチＰにて配置されており、深さＤを有している。また、歯先の形状
は、凹凸形状の各頂点を結んだ角度θを形成している。
【００５８】
　図７（Ａ）において、刃先には鋭利な歯先が繰り返し形成されており、該歯先間は峰側
に向かってＵ型に反り返った形状をしている。また、図７（Ｂ）は、刃先の凹凸の両側に
おいて緩やかな曲線形状の歯先が繰り返し形成されており、図７（Ｃ）では直線と曲線が
交互に配置された歯先が繰り返し形成されている。
【００５９】
　ここで、歯先のピッチＰとしては特に限定されないが、一般的な合成繊維などに比べて
太繊度な強化繊維糸条を切断するには、ピッチＰが５～８０ｍｍが適当であって、強化繊
維糸条が太くなるに連れ、ピッチも粗くすることが好ましい。歯先のピッチＰは、さらに
好ましくは１０～５０ｍｍであって、係る範囲とすることで、汎用的な強化繊維糸条の繊
度域をカバーしつつ、カット抵抗と切断端面の平滑性とを両立できる。また、深さＤは上
記ピッチに対応して調整するとよく、ピッチＰと深さＤにより形成される角度θを５～３
０°の範囲とすることで、強化繊維糸条の繊度に合わせてピッチを調整した場合であって
も、作業工数と品位のパフォーマンスを維持できることから好ましい。
【００６０】
　ここまで、工程１、２－１、３について説明してきたが、本発明の巻物の製造方法は、
さらに工程２－１と３の間に工程２－２として、原反巻物を引き出して、任意の加工を施
した後、再度巻き取って原反巻物とする、後加工工程を含むことができる。
【００６１】
　公知の製造方法によれば、シート化工程を終えた段階で既に原反がスリットされている
ため、後加工に供する場合、スリット後の個別に巻かれた巻物毎に加工する必要があり、
加工コストが大きくなる。後加工をシート化工程からオンラインにて実施する方法もある
が、大型設備となり設備コストが大きく、全てのシート化工程に適用することが難しいこ
とから、汎用性に乏しい。対して、本発明の製造方法によれば、原反巻物はスリットされ
ていない状態であるため、上述した後次加工に投入する場合でも、一度の加工で原反の全
面を加工できるため、強化繊維シートの複数本分を一度に加工でき、後次加工における製
造コストを圧縮することが可能で、さらにオフライン工程となることから、投入する強化
繊維シートが限定されることがなく、汎用性も高い。
【００６２】
　さらに、本発明によれば、巻崩れのない高品質な原反巻物とできることから、後加工中
においても原反巻物に由来する原反搬送時の走行位置のズレ等がなく、工程通過性に優れ
るうえ、加工後に巻き上げた原反巻物においても、その優れた品質の巻物とできる。
【００６３】
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　工程２－２における、任意の加工としては、原反のリワーク（外観検査や欠点の補修）
、複数枚の原反を積層一体化するレイアップ加工、原反の表面に樹脂材料を付与する粒子
散布加工、スプレーアップ加工、ラミネート加工、ホットプレス加工、ロール間を通過さ
せて厚みの平滑化や表面意匠を調整するカレンダー加工など、が挙げられる。これら後加
工をプロセスに含めることにより、本発明の価値をより高めることができる。
【実施例】
【００６４】
　以下、実施例により本発明をさらに詳細に説明する。
【００６５】
　（１）強化繊維シート前駆体の製造
　炭素繊維糸条（引張強度３５３０ＭＰａ、引張弾性率２３０ＧＰａ、繊度１９８ｔｅｘ
）のたて糸とよこ糸を５本／ｃｍの密度で配列し、レピア織機で製布して平織組織（地組
織）とし、その地組織の幅方向の両端部にガラス繊維糸条（繊度２２５ｄｔｅｘ）に低融
点共重合ナイロン糸（繊度：５５ｄｔｅｘ、融点：１１５℃）を２７０ターン／ｍにてカ
バーリングさせた。絡み糸の２本で絡み組織を２列並べて１つの耳組織とし、さらに、地
組織の幅方向中央では２０ｍｍに亘ってたて糸１０本分が存在しない区間を設け、この区
間の両脇にも前記同様に耳組織を形成し、計４列の耳組織を設けた原反を得た。得られた
原反は強化繊維目付１９８ｇ／ｍ２、総幅２０４０ｍｍであった。
【００６６】
　（２）端面ズレの評価方法
　実施例にて得られた巻物の端面形状における、最大凸部と最大凹部の差を、直尺を用い
て０．５ｍｍ単位まで測定した。ここで、原反巻物の場合は両端面の２点を測定し、分割
した個別の巻物の場合は、個々の巻物において両端面の２点を測定し、これら２点の測定
値の内いずれか大きい方の絶対値を端面ズレとし、以下判定基準に従い評点した。
【００６７】
　◎：２ｍｍ以下
　○：２ｍｍ超、５ｍｍ以下
　△：５ｍｍ超、１０ｍｍ以下
　×：１０ｍｍ超
　（３）巻周長の評価方法
　実施例にて得られた原反巻物および巻物の周方向の長さを巻尺にて１ｍｍ単位で測定す
る。測定箇所は幅方向に３点／ｍ測定し、その平均値を巻周長とした。
【００６８】
　（４）加工時間の測定
　後加工工程およびスリット工程に要した時間を計測し、その合計を加工時間として算出
した。
【００６９】
　（実施例１）
　原反を（１）強化繊維シート前駆体の製造工程の下流に設置した中心駆動式の巻取り装
置（原反の片側端部位置を検知するＥＰＣ機能を具備）に搬送し、巻取り軸にセットされ
た軸体（紙管）（外径１７６ｍｍ、内径１５２ｍｍ、長さ１２２０ｍｍ、重量１１ｋｇを
２本連結して使用）に一定トルクにて３００ｍを巻取り、原反巻物を得た（巻取り工程）
。
【００７０】
　次いで、得られた原反巻物をスリット装置（装置構成は図５の通り）のロール台車に設
置し、（株）ハシマ製 竪刃裁断機に平刃（刃先は直線状で歯はなし）を装着して、カッ
ト装置とした。前記スリット装置を用いて、地組織の幅方向中央の耳組織間に刃を挿入し
、原反巻物を０．０５ｒｐｍで定速回転させながら全周をカットして、総幅１０２０ｍｍ
の巻物２本に分割した（スリット工程）。
【００７１】
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　ここで、得られた２本の巻物は巻取り工程におけるＥＰＣ設置側を左ロール、もう他方
を右ロールとして定義する。
【００７２】
　（実施例２）
　巻取り装置にコンタクトロールを設置し、巻取りに際して接圧１０ｋｇを常時付与した
以外は実施例１と同様にして総幅１０２０ｍｍの巻物２本に分割した。
【００７３】
　（実施例３）
　巻取り装置をリールドラム２本、プレスロール１本の３本の駆動ロールを備えた表面駆
動方式とした以外は、実施例１と同様にして総幅１０２０ｍｍの巻物２本に分割した。
【００７４】
　（実施例４）
　スリット装置に装着した刃を図７（Ｂ）に示した形状の波型刃（ピッチ２５．４ｍｍ×
深さ３ｍｍ）とし、原反巻物の回転速度を０．１５ｒｐｍとした以外は、実施例２と同様
にして総幅１０２０ｍｍの巻物２本に分割した。
【００７５】
　（実施例５）
　実施例２で得た原反巻物を、巻出し機構と巻取り機構の間に検査台が設けられた検反設
備にセットし、６ｍ／ｍｉｎの速度で検査台上を搬送しながら外観検査を実施した後、実
施例２と同じ条件（但し、ＥＰＣ機能はなし）にて全長を巻取り、原反巻物（外観検査後
）を得た（後加工工程）。得られた原反巻物（外観検査後）は実施例２と同じスリット加
工を行い、総幅１０２０ｍｍの巻物２本に分割した。
【００７６】
　（比較例１）
　実施例１において、強化繊維シート前駆体の製造工程から巻取り装置に原反が搬送され
るまでの間において、地組織の幅方向中央の耳組織間でロータリー刃を用いて原反をスリ
ットし、総幅１０２０ｍｍの強化繊維シートとして紙管に巻き取り、２本の巻物を得た。
得られた２本の巻物は、実施例１と同様にＥＰＣ設置側を左ロール、もう他方を右ロール
と定義する。
【００７７】
　（比較例２）
　巻取り装置を実施例２と同じにした以外は、比較例１と同様にして２本の巻物を得た。
【００７８】
　（比較例３）
　巻取り装置を実施例３と同じにした以外は、比較例１と同様にして２本の巻物を得た。
【００７９】
　（比較例４）
　比較例２で得た巻物の２本をそれぞれ個別に、実施例５と同様に検反設備に通して、再
度巻き上げて外観検査済みの巻物２本を得た。
【００８０】
　実施例１～５、比較例１～４の評価結果を表１に整理した。
【００８１】
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【表１】

【００８２】
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　実施例１～５の巻物は、中間体を含めて全ての巻物で端面ズレのない、良好な端面品位
となった。実施例１においては、巻取り時の接圧の付与がないため、巻き周長が他の実施
例と比較して大きく、相対的に軟巻き状態であることから、巻物層間でズリが生じて、端
面ズレが他の実施例対比で若干大きくなったが、ＥＰＣが機能したことで潜在的な巻崩れ
が抑制されていたことで、端面ズレは実用可能なレベルに留まった。また、加工時間につ
いて、実施例１～５のスリット工程は何れも３５分以内と短時間で処理されており、中で
もウェーブ刃を適用した実施例４では、他の実施例対比で約４０％の作業時間低減が図れ
ている。
【００８３】
　一方、比較例１～３の巻物は全ての巻物で端面ズレが発生している。比較例１は端面ズ
レに左右差が生じており、ＥＰＣが機能した左ロールでは実施例１同等の品位となったが
、独立した右ロールではＥＰＣの効果が及ばず、品位に劣る結果となった。表面駆動方式
を採用した比較例３は、全比較例の中でも端面ズレが極大であって、接圧に加えて製品自
重が付与されたことで、巻物に外方向へ拡がろうとする力が大きく作用し、端面ズレを生
じたものと推定する。
【００８４】
　また、実施例５と比較例４の加工時間の比較において、実施例５ではスリット工程に時
間を要したものの、巻物２本分の後加工を一度に処理できたことで、スリット工程を必要
としない比較例４と比べても、総合的な加工時間として実施例５が上回った。当然ながら
、分割数が増えるに従い、前記優位性が顕著になることは明白である。
【００８５】
　これら実施例の中でも、実施例４が巻物端面の品位、作業工数の観点で最も優れた。
【産業上の利用可能性】
【００８６】
　本発明によれば、低コストに巻崩れのない高品位な巻物を製造することができるため、
ＲＴＭ（Resin Transfer Molding）成形、ＲＦＩ（Resin Film Infusion）成形、ＲＩＭ
（Resin Injection Molding）成形、真空アシストＲＴＭ、プレス成形、ハンドレイアッ
プ成形、オートクレーブ成形など、の成形方法に使用される成形材料の製造に適用できる
。従って、本発明の製造方法は、航空機、自動車、船舶等の輸送機器における構造部材、
内層部材または外層部材などの各種部材をはじめ、幅広い分野に応用可能である。
【符号の説明】
【００８７】
　１、１２　強化繊維シート前駆体
　２、７、１１、１３、２１　たて糸
　３　補助糸
　４、６、１５、１６　耳組織
　５　地組織
　８、１９　房耳
　９　絡み糸
　１０、２０　耳部
　１４　よこ糸
　１８　たて補助糸
　２２、４２　軸体
　２３　スペーサー
　２４、３２　フランジ
　２５、３１、４１　軸芯
　２６　溝
　２７　刃先
　２８、３７　ロール台車
　２９、３８、４７　カット装置
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　３０、３９、４８　原反巻物
　３３　ガイド板
　３４　ベッドロール
　３５、４５、４６　刃
　３６　ガイドフレーム
　４０　アダプタ
　４３　ベアリング
　４４　モーター

【図１】 【図２】

【図３】
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